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料金改定において決めるべきことの 1 点目が「料金改定の算定期間」です。 
 
日本水道協会の「水道料金算定要領」では、算定期間は、３～５年が基準とされてい

ます。事務局案は「５年」としています。 
これは、算定要領に基づいて５年間とするものですが、令和 11 年度に、水道ビジョ

ンや第８次整備計画、経営戦略の中間評価を行うタイミングに合わせ、３つの計画を一
元的に管理しようとするものです。 
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２点目は「料金体系の選択」です。今回の料金改定では「用途別」を継承したいと考
えております。 

 
水道料金の主な体系には、用途別と口径別の２種類があります。用途別は、水の使い

道によって較差を設ける料金体系です。 
口径別は、使うことができる水の量に応じて較差を設ける料金体系です。口径別料金

は、口径が大きくなるほど、設備投資にお金が掛かるため高料金になる仕組みで、一般
的には、水道使用者側から理解を得られやすいと言われており、全国の水道事業体の約
６割が口径別を採用しています。 

現在の本市の料金体系は、「用途別」で、一般家庭の料金をなるべく安く、負担能力の
高い事業者の料金を高くしてきた経過がありますが、前回（H28 年度）の料金改定の際、
審議会から「今後の料金改定に際しては、口径別料金体系への移行を目指すこと」と提
言を受けていることから、今回は用途別を継承しつつも、用途間の料金較差を縮めて、
今後の口径別への移行に向けて調整する予定です。 
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用途別から口径別へ移行する際の課題と対応方法について、イメージ図を用いて説明
します。 

 
左側が、今回の料金改定で、口径別へ移行するイメージです。オレンジ色が現在の家

庭用、青色が業務用の料金です。緑色が料金改定後の口径別料金です。口径別では、
13mm から 150mm まで、水道メーターの口径ごとに料金単価を設定します。一般家
庭で主に設置されている水道メーターは、13mm か 20mm です。 

口径別料金体系への移行は、料金改定のタイミングに合わせて行います。家庭用、業
務用ともに値上げとなりますが、家庭用の料金を低く抑えている分、今回の改定で一気
に口径別へ移行すると、家庭用の値上げ幅が大きくなるなど、移行時の影響が大きいこ
とが課題です。 

右側が、料金較差を縮減した上で、口径別へ移行するイメージです。今回の料金改定
では用途別を継承しますが、家庭用の超過料金を業務用よりも多めに値上げすることで、
用途間の料金較差を縮減し、口径別料金体系へ移行する際の影響を小さくしようとする
ものです。 
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ここでは、口径別料金体系への移行スケジュールを説明します。今後、５年ごとに料
金改定を行うことを想定したスケジュールです。料金改定ごとに用途間の料金較差を
200 円程度縮減し、令和 19 年度（10 年後）の移行を目指すものです。 

 
現時点の 20 ㎥あたりの水道料金（税抜き額）は、家庭用が 4,394 円、業務用が 5,850

円で、差額は 1,456 円です。 
仮に、事務局案のとおり料金改定を行った場合は、令和９年度の料金改定で、家庭用

が 5,290 円に、業務用が 6,460 円になり、差額が 1,170 円で、現在よりも 286 円差額
が縮まります。 

さらに次の料金改定で、同じように料金較差を 1,000 円程度にまで縮め、口径別へ移
行する際の影響を小さくすることで、さらにその次の（令和 19 年度）の料金改定では、
口径別へ移行できるのではないかと考えています。 
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３点目は「確保する事業費の評価」です。 
このページでは、不足額の見込みについて、あらためて説明します。 
 
算定要領では、水道料金は「総括原価方式」で算定するよう定められています。令和

９～13 年度、５年間の費用（総括原価）は約 103 億９千万円で、そのうち、将来の設
備更新に必要な費用（資産維持費）は約８億円と試算しています。 

前回の審議会では、合計約 13 億 2 千万円の財源不足となる見込みであること、この
不足額を水道料金で補おうとした場合、現在の料金から 15％程度の値上げに相当する
ことを説明しました。 

この説明に対して、審議委員の皆様から、３つのご意見、ご質問をいただきました。 
１つ目は、「人件費や資材関係の費用が上がり、工事費用も予測が難しい。慎重に検討

の上、料金改定が必要」とのご意見をいただきました。 
水道局では、布設する水道管の口径を小さくすることで、工事費用の削減につなげる

工夫をしていることや、修繕で延命するなど、コストの抑制に努めていることを説明し
ました。 
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２つ目に、「資産維持率について、標準３％を 0.9％に設定しているが、約８億円で足
りるのか?」とのご質問をいただきました。 

事務局から、前回（H28 年度）の料金改定では、資産維持率 0.45％と今回の半分で
設定し、残りは企業努力でカバーしてきたことや、耐震化工事を行う上で、今の体制で
抱えきれる規模の更新を考えると、資産維持率は 0.9%の設定となることを説明しまし
た。 

 
３つ目に、「県の人口予測の下方修正を、今回の試算に反映しているか?」とのご質問

をいただきました。 
事務局から、料金改定させていただく場合は、改めて直近のデータを反映させること

を説明しました。 
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料金改定を行う際、他の水道事業体においても、一般的に厚生労働省所管の「国立社
会保障・人口問題研究所（社人研）」の推計値を基にしており、本市の給水人口も同様に、
社人研の数値を用いて試算していました。 

前回、ご指摘をいただきました、愛媛県が公表した人口減少の数値は、県全体の人口
減を示した資料で、市町ごとの減少値を表示していなかったため、令和７年度決算で確
定した給水人口を基本値として、令和 9～13 年度の給水人口を推計した結果、５年間の
合計で 5,125 人、年平均で 1,025 人分の下方修正が必要であるとの結果となりました。 
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先ほどの給水人口の下方修正をもとに、令和 9～13 年度の給水収益を再推計した結
果、１年あたり約 3,500 万円が更に減収となる見込みであることから、今回、料金改定
を行う場合は、平均改定率を、当初ご説明した 15％から 17％へ上方修正する必要があ
ります。 
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前ページで説明した内容に基づき、３月の審議会資料の数値を訂正します。 
 
図の左側、黄色囲み部分、総括原価（約 103 億 9 千万円）と、資産維持費（約 8 億

円）は、変更ありません。 
右側の緑色、現在の料金単価で得られる給水収益が、5 年間合計で約 1 億 8 千万円減

少する分、不足額が増加し、赤枠囲み、修正後の不足額は約 15 億円になります。 
この不足額を水道料金で補う場合、現在の料金から 17％の値上げに相当します。 
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このページは、料金改定を行わなかった場合の収支見込です。２月の審議会資料の数
値を訂正します。 

 
青色の折れ線グラフが「収入」です。令和９年度以降の給水収益を下方修正していま

す。上側の薄い青色が当初の試算、下側の濃い青色が下方修正したものです。 
黄色の縦棒が「当期純利益」です。令和９年度から収支が逆転し、純損失となってい

ます。グラフ下部、年度の下に記載している数値が修正前、黄色の棒グラフ下の数値が
修正後の当期純損失です。収入を下方修正した分、令和９年度以降の純損失が大きくな
っています。 
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このページは、17％の料金改定を行った場合の収支見込みです。料金改定を行うこと
で、令和９年度以降の経営赤字が解消しています。 

 
令和 13 年度の当期純利益は約 2,900 万円の見込みで、算定期間の最終年度まで黒字

を維持できていますが、令和 14 年度には再び経営赤字となる可能性があり、この頃に
は、次の料金改定が必要となる見込みです。 
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４点目は「経営改善の評価」です。経営改善案を実施するうえで注意するべきポイン
トをあらためて説明します。 

 
２月の経営審議会で、令和９～13 年度の５年間で実施予定の経営改善案について説

明しました。実施項目は、下段の表のとおりで、総額約 2 億 6,800 万円の経費削減を実
施予定です。 
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経営改善の評価に関していただいたご質問、ご意見の１点目が、「窓口統合」に関する
ことです。「本庁、支所窓口の統合は市民サービスの低下にはならないと思う。できると
ころから経費削減を進めてほしい」とのご意見をいただきました。事務局としては、市
民サービスの低下になり過ぎないように配慮しつつ、継続的に経費削減を検討していき
たいと考えていることを説明しました。 

 
２点目が、「請求サイクルの見直し」に関することです。「水道料金を２か月分まとめ

て支払うことが難しい人もいるので、配慮して欲しい」とのご意見をいただきました。
今回導入しようとする隔月請求は、希望による選択制ではないため、水道使用者全員を
対象に、令和９年６月請求分から、２か月毎の請求へ切り替える予定です。 

現時点でも、宅内漏水などが原因で支払額が高額となった場合や、未納額が３か月以
上になり、一度に支払いができない場合など、使用者から相談があれば分割払いに応じ
ている運用をしています。水道使用者から相談があれば、分割収納で対応するなど、制
度上で許される範囲で、家計の状況に合わせて対応することを説明しました。 

関連して、「分割払いを希望する場合は、口座振替を条件としてはどうか」とのご意見
をいただきました。事務局としては、分割払いを希望される方に条件付けをすることま
では難しいため、口座振替を推奨するまでにとどめたいと考えております。 
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５点目は「料金単価の設定」です。このページでは、基本料金と超過料金がどの程度
値上がりするのか、事務局案について、あらためて説明します。 

 
前回の審議会では、総括原価（令和９～13 年度、５年間の費用）を、基本料金と超過

料金に配分する手順や、家庭用と業務用の料金較差を縮減し、将来的に口径別料金体系
へ移行できるように調整していることを説明しました。 

料金単価の設定に関するご質問、ご意見の１点目が、「改定率」に関することです。 
「改定率のうちでは家庭用が最も高いが、市民から不満の声が出ないか?」とのご質

問をいただきました。料金改定の内容を分かりやすく伝えるため、改定「率」ではなく、
改定「額」（値上げする額）で表示するように工夫したいと考えております。 

 
今回、17％改定した場合の料金単価表を作成しましたので、次のページで、全用途の

平均改定率を 17％に調整した手順や、現在と比べてどのくらい値上がりするのかを説
明します。 
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まず、超過料金について説明します。表示額は「税抜き」です。家庭用の、超過料金

の行については、15％改定案では 290 円でしたが、17％に調整するため、10 円加算し
た 300 円に設定しました。業務用も同様に、360 円に 10 円を加算し、370 円としてい
ます。表の一番右側、上昇額は、家庭用が 53 円、業務用が 35 円で、料金較差を縮める
ために、家庭用を多めに値上げしています。 

 
次に、基本料金について説明します。超過料金を 10 円値上げしたうえで、基本料金

の改定額を 15％改定案から据え置きとした場合、平均改定率が 17.3％となります。こ
れでは必要以上の値上げとなるため、基本料金の値上げ額を 15％案よりも引き下げて
います。上昇額は、家庭用、業務用とも 260 円値上げし、用途間の公平性を保ちつつ、
基本料金の値上げをなるべく抑えるよう調整しています。 

 
表の欄外の一番下に、家庭用で１か月に 20 ㎥使用される場合の税込み料金を記載し

ています。表示額は「税込み」です。旧料金が 4,833 円に対し、新料金は 5,819 円、
986 円の値上げになります。 

工業用の超過料金単価は、業務用と同額とし、浴場用は、今回も改定なしの予定です。 
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今回の経営審議会でご説明した、料金改定を行う上での事務局案、皆さまにご意見、
答申をいただきたい項目をまとめています。 


